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2026年7月23日、ベトナム政府は企業登録に関するDecree168/2025/ND-CPを改正する
Decree296/2026/ND-CP（以下「Decree296」）を公布しました。Decree296は公布日
より施行され、実質的支配者の特定、会社所有者・株主の申告義務、および企業登録手続の
一部簡素化などに関する重要な改正を定めています。主なポイントは以下のとおりです。

1. 名義貸しによる出資スキームの禁止
Decree296は、会社所有者および株主が、企業登録申請書類に含まれる情報の適法性、
真実性および正確性について、自ら申告し法的責任を負う義務を明確化しています。

これに伴い、会社所有者および株主は、出資持分および所有権益が実際の出資者または
所有者によって保有されていることを確保する責任を負います。また、企業への出資を目的と
して、他の個人または組織に代わって所有権益を保有する名義貸しスキームに関与または
参加することは認められません。

2. 公的データベースの情報活用による企業登録手続の簡素化
Decree296における注目すべき改正として、企業登録当局は、企業に対して既に国家機
関が保有する書類の再提出を求めるのではなく、国家企業登録データベースおよびその他の
相互接続された国家データベースから自ら情報を取得することとなりました（電子データによ
る書類提出代替制度）。この措置により、提出書類要件の削減および企業登録手続の効
率化が期待されます。

もっとも、登録当局が関連情報にアクセスできない場合、または当該情報が不完全もしくは
不正確である場合には、企業は追加書類の提出を求められる可能性があります。このため、
企業は申請書類の処理遅延を回避するため、関連する国家データベースに記録された情報
を定期的に確認し、更新することが推奨されます。なお、電子データによる書類提出代替制
度の適用範囲は、国家企業登録ポータルで公表されているデータ連携・情報共有の範囲に
応じて決まります。

3. 実質的支配者の特定および申告基準の拡大

Decree296は、企業の実質的支配者（Beneficial Owner）の特定および申告方法を
大幅に見直しています。新制度では、所有比率基準に主として依拠するのではなく、企業に
対して、その企業を最終的に所有または実効的に支配する個人を特定するため、所有構造
全体を検証することを求めています。

特定プロセスでは、最終的な実質的支配者を判定するために、中間法人やその他の法的ス
キームを通じた所有関係を遡って確認する必要が生じる場合があります。
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Decree296は、実質的支配者の特定について、以下の優先順位を定めています。

• 所有基準（Ownership test）： 企業の定款資本または議決権の25%以上を直接
または間接に保有する個人。

• 支配基準（Control test）： 当該企業の持分を必ずしも保有していないものの、重
要事項について決定権または決定的な影響力を有する個人。これには、主要役職者の
任命または解任、定款変更、ガバナンス体制の変更、財務・投資・事業運営方針の決
定、および企業再編が含まれます。

• 補完基準（Fallback test）： 上記基準に基づき特定できる個人が存在しない場合
には、企業を代表する最高位の管理権限者を実質的支配者として特定します。

4. 外国投資家は投資登録前に企業登録を行うことが可能

もう一つの注目すべき改正として、Decree296では一定の場合において、外国投資家は企
業登録申請書類の一部として投資登録証明書（Investment Registration 
Certif icate）の写しを提出する必要がなくなりました。その代わりに、当該投資家は、ベト
ナム法に基づき外国投資家に適用される市場参入条件を満たしている旨を誓約することに
より、企業登録手続を進めることができます。

この新たな制度により、外国投資企業の設立手続の短縮および簡素化に寄与することが期
待されます。ただし、当局はその誓約内容をその後の手続において投資関連法規の遵守状
況を審査する基礎として利用するため、投資家は引き続き適用される投資規制および市場
参入要件を完全に遵守する必要があります。

5. 新規制を踏まえた企業への提言

Decree296による改正を踏まえ、企業は法的リスクの軽減および将来の企業登録手続の
円滑化のため、現行のコンプライアンス状況を積極的に見直すことが推奨されます。

特に、以下の対応を検討すべきです。

• 所有構造および出資構造の見直し
所有権益が実際の所有者または株主によって保有されていることを確認し、新規制に抵
触する名義貸しスキームが存在しないことを検証する。

• 実質的支配者情報の評価および更新
Decree296において拡大された基準に従い、特に多層的な所有構造を有する企業、外
国株主を有する企業、または伝統的な株式保有を超えた支配関係を有する企業につい
て実質的支配者情報を見直す。実質的支配者を特定された場合、企業は、関連する企
業登録手続を行う際に、実質的支配者情報に関する報告義務および更新義務を遵守
する。
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• 関連国家データベースの情報の正確性および整合性の確認
登録当局が関連国家データベースを活用する場合に、追加提出要請や手続遅延のリス
クを最小化するため、登録情報の正確性および整合性を確認する。

• 外国投資家の場合
企業設立手続開始前に、予定事業分野に適用される市場参入条件を慎重に評価する
とともに、その後の投資関連手続に必要な資料を準備し、企業登録申請と投資登録申
請との整合性を確保する。

総じて、Decree296は、企業所有の透明性向上を図るとともに、デジタル化の推進および行政
手続の簡素化を進めるという政策方針を反映しています。企業は、新たな要件に適時に対応し
潜在的な法的リスクを最小化するため、所有構造、登録データおよびコンプライアンス記録を積
極的に見直すことが望まれます。
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